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　近年、労働力の流動化等に伴う、事業場及びそこで働く人々

の取り巻く環境の急激な変化があり、ストレスを感じている

労働者が増加（H4：57．3％、H9：62．8％、H14：61．5％）

（労働者健康状況調査（厚生労働省））しています。さらに、

我が国における自殺者数の急増（H10年以降、3万人以上

で推移、H15：34，427人（過去最高）は、労働者の自殺

者数の急増（H9：6，212人→H15：9，262人））にもつな

がっており、これらのかなりの部分がメンタルヘルスに関

与していると言われています。この間、厚生労働省も「事

業場における労働者の心の健康づくりのための指針」（H12．

8．9）を発表し、H13年度より本指針の普及・定着を図る

事業を推進しており、また、各事業場においても、過重労

働対策とともに、メンタルヘルスの保持・増進をきわめて

重要な問題として捉え、メンタルヘルスケアを健康管理の

重要な問題のひとつとして取り組んでいるところです。 

　このような状況で大分県においても、事業場におけるメ

ンタルヘルス対策の実施状況及びそこで働く人々のメンタ

ルヘルスの現状を明らかにすることは、今後のメンタルヘ

ルス対策を有効かつ効果的に実施していくためには必要で

あると思われます。 

　現在事業場においては、過重労働対策とともにメンタル

ヘルスの保持・増進をきわめて重要な労働衛生の問題とし

て取り組んでいますが、必ずしも大分県における事業場の

メンタルヘルス対策の実施状況及びそこで働く人々のメン

タルヘルスの現状が明らかになっているとはいえません。

そこで本研究では、大分県の事業場におけるメンタルヘル

ス対策の実施状況（事業場調査）及び働く人々のメンタルヘ

ルスの現状（個人調査）を明らかにするとともに、さらに事

業場の業種や規模によりメンタルヘルスに対する取り組み

状況やメンタルヘルス対策の実施状況の差異についても検

討を加えるため、大分県にある50人以上の事業場とそこで

働く人々に対してアンケート調査を実施しました。 

　この調査が、今後の大分県における労働者のメンタルヘ

ルスの改善、及び労働者自身の「気づき」をよくするなど

のセルフケアの支援、並びに事業場におけるメンタルヘル

ス対策、ストレス関連疾患の予防及びこれらの疾患に罹患

した労働者の職場復帰などの対策を推進していくための基

礎資料となり、今後の大分県の事業場、及びそこで働く人々

のメンタルヘルスの保持・増進に寄与することになれば幸

いです。 

　大分産業保健推進センターより、アンケート調査票 

（事業場調査及び個人調査）を1，394事業場（労働者数： 

182，260人）に郵送しました。事業場調査の記入者は、特

に記入者を限定することなく、各事業場の判断で適宜回答

をしていただきました。また、個人調査の対象者は、事業

場内で無作為に対象者（抽出率：5％）を選定するように文

書で依頼し、具体的な個人調査協力者の選定は、各事業場

の担当者にお任せしました。調査の趣旨に賛同し協力の意

思を示した労働者に対して自記式アンケート調査票が配布

され、調査票に記入後個人の特定ができないように回収を

行い、データ入力及びデータ確認後、解析を行いました。 
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「大分県の事業場におけるメンタルヘルス対策の 
実施状況及び働く人々のメンタルヘルスの現状」 

に関するアンケート調査結果 
－アンケート調査結果から見る、今後の事業場におけるメンタルヘルス対策の課題と進め方－ 



OITA Occupational Health   
Promotion Center 

OITOITA OA Occupational Health   
Promotion Center 

OITA Occupational Health   
Promotion Center 

表1　事業場の業種別回答事業場数 

事業場の業種 

建　設　業 

製　造　業 

運　輸　業 

卸売り・小売業 

サービス業 

医療・福祉 

そ　の　他 

不明業種（記載のないもの） 

合　　　　計 

回答事業場数（％） 

３３（７．８） 

１１９（２８．２） 

２７（６．４） 

４８（１１．４） 

８６（２０．４） 

３９（９．２） 

６６（１５．６） 

４（０．９） 

４２２（１００） 

表2　事業場規模（事業場の労働者数）別の回答事業場数 

事業場の労働者数（人） 

１－４９ 

５０－９９ 

１００－２９９ 

３００－４９９ 

５００－９９９ 

１０００＋ 

不明（記載のないもの） 

合　　　　計 

回答事業場数（％） 

７８（１８．５） 

１４１（３３．４） 

１３７（３２．５） 

２５（５．９） 

１３（３．１） 

５（１．２） 

２３（５．４） 

４２２（１００） 

図1　業種別の｢メンタルヘルス｣対策実施状況 

図2　規模別の｢メンタルヘルス｣対策実施状況 

建設業 

製造業 

運輸業 

卸売り・小売業 

サービス業 

医療・福祉業 

その他 

全体 

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００％ 

□ 実施している　□ 実施していない 

□ 実施している　□ 実施していない 

１－４９ 

５０－９９ 

１００－２９９ 

３００－４９９ 

５００－９９９ 

１０００＋ 

０ ２０ ４０ ６０ ８０ １００％ 

２７．３  

４８．７  

２５．９  

２７．１  

２４．４  

２３．７  

３６．４  

３３．８ 

７２．７  

５１．３  

７４．１  

７２．９  

７５．６  

７６．３  

６３．６  

６６．２ 

７８．２ 

７８．４ 

５９．９ 

３２ 

１５．４ 

２１．８ 

２１．６ 

４０．１ 

６８ 

８４．６ 

１００ 

1．事業場調査から 
（1）事業場におけるメンタルヘルス対策は、回答事業場

の33．8％で実施されていた。 

笊〈業 種 別〉（図1） 

　事業場におけるメンタルヘルス対策の実施も、製造

業で高く（48．7％）、医療・福祉業、及びサービス業で

は、それぞれ23．7％、及び24．4％と低かった。 

笆〈規 模 別〉（図2） 

　事業場におけるメンタルヘルス対策に関しても、1

～49人、及び50～99人の事業場では、それぞれ 

21．8％、及び21．6％しか実施していなかったのに対

し、500～999人、及び1000人以上の事業場では、 

84．6％、及び100％と高い実施状況であった。 

　メンタルヘルス対策を実施していない事業場の実施

していない理由では、「プライバシーの問題が絡み難し

い」（42．0％）、「適当な人材や専門家がいない」（37．5

％）、「時間的余裕がない」（33．0％）、「取り組む必要

性を感じなかった」（31．4％）、「取り組む方法がわから

ない」（28．4％）などが多い理由であった。 

 

（2）事業場におけるメンタルヘルスに取り組む組織・体制が、

現に「ある」事業場が18．4％、現在「検討中」である事

業場が25．5％であり、メンタルヘルスに取り組む組織・

体制が「ない」事業場は、56．1％であった。 

〈事 業 場 調 査〉 

　1，394事業場に郵送し、507の事業場から返送されてき

ましたが、うち白紙、基礎データが無回答であったものな

ど無効回答が85事業場あり、有効回答事業場数（率）は、

422（30．3％）事業場でありました。回答事業場の業種及

び事業場規模を表1及び表2に示しています。 

 

〈個 人 調 査〉 

　1，394事業場の各事業場に対し、無作為に個人調査協力

者を抽出率5％で選定し、個人調査に協力をしてくれるよ

うに依頼しました。有効回答事業場（422事業場）のうち、

従業員数の記載のあった398事業場の従業員総数は、 

74，360人でありました。このうち、個人調査票の有効回

答数（率）は、2，651人（3．6％）でした。すなわち、1，394事

業場に雇用されている労働者（182，260人）より5％抽出

をした際の全対象者9，113人の29．1％にあたる働く人々

より協力が得られました。なお、回答者の年齢は、男性41．4

歳、女性37．1歳でした。 

調 査 票 回 収 率  調 査 票 回 収 率  

調 査 結 果  調 査 結 果  
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表3　｢メンタルヘルス｣問題が発生したときに外部機関を
利用すると回答した事業場の利用機関（複数回答） 

回答数（％） 

６９（４７．３） 

４８（３２．９） 

３７（２５．３） 

８（５．５） 

５（３．４） 

３９（２６．９） 

１６（１０．９） 

１４（９．５） 

１０（６．８） 

５（１．２） 

０（０） 

心 療 内 科 

精　神　科 

精神科を持つ総合病院 

内　　　科 

その他の医療機関 

産業保健推進センター 

保　健　所 

精神保健福祉センター 

市町村保健センター 

そ　の　他 

利用機関 

そ　の　他 

医 療 機 関  

公的相談機関 

表4　過去５年間に「メンタルヘルス」問題が発生した事
業場におけるメンタルヘルスの問題 

＊その他は、パニック障害、自律神経失調症、摂食障害、
不眠などの記載であった。 

メンタルヘルスの問題（疾患名） 

う　つ　病 

心　身　症 

神　経　症（ノイローゼ） 

そ　の　他* 

統合失調症 

アルコール依存症 

回答数（％） 

８０（７１．４） 

２６（２３．２） 

２３（２０．５） 

１６（１４．３） 

１４（１２．５） 

１０（８．９） 

（3）メンタルヘルス問題が発生したときに外部機関の利

用を「考えている」事業場は35．2％、「考えていない」

事業場は12．4％であり、52．4％の事業場は「わから

ない」と回答した。 

 

笊メンタルヘルス問題が発生したときに外部機関を利

用すると回答した事業場の利用機関（複数回答）（表3）

として、医療機関では、心療内科、精神科、精神科

を持つ総合病院が多かった。一方、公的相談機関で

は、産業保健推進センター、保健所、精神保健福祉

センター、市町村保健センターが多かった。公的相

談機関の中で、産業保健推進センターが最上位であ

ったことは、同センターでのメンタルヘルスに関す

る相談業務の増加が予想され、今後同センターのメ

ンタルヘルスの相談業務、及び関連事業のますます

の充実が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）事業場におけるメンタルヘルス問題の発生状況 

 

笊過去 5 年間にメンタルヘルス問題の発生状況は、 

　27．1％であり、その発生割合は、1年間あたり従

業員1，000人に対して、1．0人であった。 

 

爬過去5年間にメンタルヘルス問題が発生していた事

業場（96事業場）におけるメンタルヘルスの問題（疾

患名）（複数回答）（表4）は、「うつ病」（71．4％）、「心

身症」（23．2％）、「神経症（ノイローゼ）」（20．5％）、

「統合失調症」（12．5％）、「アルコール依存症」（8．9

％）であり、これら以外の「その他の精神神経疾患（パ

ニック障害、自律神経失調症、摂食障害、不眠、な

ど）」も14．3％あった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

爰過去5年間にメンタルヘルス問題が発生していた

事業場（96事業場）において、メンタルヘルスの

問題が発生して問題になったこと（複数回答）は、「長

期の休業」（62．3％）、「周囲との人間関係」（47．2

％）、「作業能率の低下」（45．3％）、「無断欠勤・

遅刻や早退」（32．1％）、「仕事上のミス・トラブル」

（30．2％）であった。 

爲過去5年間にメンタルヘルス問題が発生していた

事業場（96事業場）において、メンタルヘルスの

問題に対応するにあたり問題になったこと（複数回答）

は、「本人との対応」（55．1％）、「仕事内容・勤務

時間等労働条件面での対応」（53．1％）、「職場復

帰のやり方」（48．0％）、「同僚・周囲への対応」（45．

9％）、「家族への対応」（23．5％）であった。 

 

笆事業場におけるメンタルヘルスの問題による休職者

がいた事業場（調査時）は6．6％であり、その休職者

の割合は、従業員1，000人に対して、0．4人であった。 

 

笳事業場におけるメンタルヘルスの問題による通院中

の従業員がいた事業場（調査時）は10．8％であり、

その通院中の従業員の割合は、従業員1，000人に

対して、1．4人であった。 

 

笘過去5年間にメンタルヘルス問題で退職した従業員

がいた事業場は12．5％の事業場であり、その退職

した従業員の割合は、1年間あたり従業員1，000人

に対して、0．3人であった。 

 
2．　個人調査から 
（1）働く人がストレスの原因と考えているもの（複数回答）

で最も多かったものが、「仕事」で58．7％であった。

次いで「職場の人間関係」が37．3％、「収入・家計」

が29．9％、「自分の健康状態」が21．9％、「自由時

間がない」が20．4％であり、「家族の人間関係」を

ストレスの原因として考えている方も10．4％いた。 
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＊その他は、子育て・特になし・恋愛などの記載である。   

表5　事業場業種別の働く人がストレスの原因と考えているもの（複数回答） 

建 設 業  

製 造 業  

運 輸 業  

卸売り・小売業 

サ ー ビ ス 業  

医療・福祉業  

そ の 他  

９４（６１．４） 

４７０（６０．１） 

７３（５２．５） 

１２９（５５．４） 

２７１（５５．１） 

１７６（６４．０） 

２２３（６１．９） 

６１（３９．９） 

２６６（３４．０） 

４５（３２．４） 

８９（３８．２） 

２０４（４１．５） 

１２５（４５．５） 

１１８（３２．８） 

５９（３８．６） 

１８８（２４．０） 

５９（４２．４） 

８５（３６．５） 

１６８（３４．１） 

８６（３１．３） 

８６（２３．９） 

２８（１８．３） 

１８５（２３．７） 

３４（２４．５） 

４７（２０．２） 

１０９（２２．２） 

５５（２０．０） 

７７（２１．４） 

１４（９．２） 

１６５（２１．１） 

２２（１５．８） 

３７（１５．９） 

１１４（２３．２） 

８２（２９．８） 

５７（１５．８） 

１９（１２．４） 

９８（１２．５） 

１３（９．４） 

３７（１５．９） 

４９（１０．０） 

２８（１０．２） 

４０（１１．１） 

１１（７．２） 

８１（１０．４） 

１０（７．２） 

３１（１３．３） 

５２（１０．６） 

４０（１４．５） 

２８（７．８） 

１４（９．２） 

４１（５．２） 

１２（８．６） 

２０（８．６） 

２９（５．９） 

１５（５．５） 

２１（５．８） 

１０（６．５） 

３７（４．７） 

２（１．４） 

９（３．９） 

１５（３．０） 

１０（３．６） 

１７（４．７） 

３（２．０） 

２９（３．７） 

５（３．６） 

１１（４．７） 

１０（２．０） 

８（２．９） 

２２（６．１） 

仕事（％） 
職場の人間
関係（％） 

収入・家計
（％） 

自分の健康
状態（％） 

自由時間が
ない（％） 

家族の健康
状態・介護
（％） 

家族との
人間関係
（％） 

その他*
（％） 

リストラ・
配置転換
等（％） 

地域生活
に伴うこと 
（％） 

回答内容 

事業場の業種 

＊その他は、子育て・特になし・恋愛などの記載である。  

表6　事業場規模別の働く人がストレスの原因と考えているもの（複数回答） 

１－４９ 

５０－９９ 

１００－２９９ 

３００－４９９ 

５００－９９９ 

１０００　＋ 

３５（５３．０） 

３０７（５５．７） 

６５０（５８．１） 

２１７（６０．４） 

１５１（６５．１） 

１０６（６２．０） 

１７（２５．８） 

１９２（３４．８） 

４３８（３９．２） 

１１６（３２．３） 

１００（４３．１） 

６７（３９．２） 

２０（３０．３） 

１８７（３３．９） 

３６６（３２．７） 

７３（２０．３） 

６０（２５．９） 

３８（２２．２） 

１２（１８２） 

１２１（２２．０） 

２３９（２１．４） 

８８（２４．５） 

５３（２２．８） 

３４（１９．９） 

１３（１９．７） 

１２８（２３．２） 

２２８（２０．４） 

７１（１９．８） 

４５（１９．４） 

２３（１３．５） 

１０（１５．２） 

６０（１０．９） 

１２０（１０．７） 

３９（１０．９） 

３２（１３．８） 

３０（１７．５） 

８（１２．１） 

４９（８．９） 

１２５（１１．２） 

４０（１１．１） 

２２（９．５） 

１６（９．４） 

４（６．１） 

３１（５．６） 

７２（６．４） 

２７（７．５） 

１１（４．７） 

１２（７．０） 

０（０） 

１５（２．７） 

５５（４．９） 

１３（３．６） 

１２（５．２） 

６（３．５） 

４（６．１） 

２２（４．０） 

４３（３．８） 

１３（３．６） 

５（２．２） 

４（２．３） 

仕事（％） 
職場の人間
関係（％） 

収入・家計
（％） 

自分の健康
状態（％） 

自由時間が
ない（％） 

家族の健康
状態・介護
（％） 

家族との
人間関係
（％） 

その他*
（％） 

リストラ・
配置転換
等（％） 

地域生活
に伴うこと 
（％） 

回答内容 

事業場の業種 

表７　男女別の職場における｢こころ｣の悩みの相談経験がある人の相談相手（複数回答） 

＊その他は、医者・産業カウンセラー・先輩などの記載である。 

男　　性 

女　　性 

全　　体 

８４（４８．６） 

１７１（６３．３） 

２５５（５７．６） 

８４（４８．６） 

８２（３０．４） 

１６６（３７．５） 

３３（１９．１） 

１１５（４２．６） 

１４８（３３．４） 

１３（７．５） 

１７（６．３） 

３０（６．８） 

３（１．７） 

４（１．５） 

７（１．６） 

２（１．２） 

２（０．７） 

４（０．９） 

同僚（％） 上司（％） 友人・家族（％） 
産業保健スタッフ

（％） その他*（％） 人事担当者（％） 
回答内容 

性別 

笊〈働く人の事業場の業種別（表5）〉どの業種もほぼ全体の傾向と一致していたが、運輸業のみ「仕事」（52．5％）に次い

で「収入・家計」（42．4％）が高く、「職場の人間関係」（32．4％）は、第3位であった。 

笆〈働く人の事業場の規模別（表6）〉50人以上の事業場においては、概ね全体の傾向と同じであった。1～49人の事業

場においては、「仕事」（53．0％）に次いで「収入・家計」（30．3％）が高く、次に「職場の人間関係」（25．8％）であった。 

（2）働く人が「ストレス」やこころの悩みがある時に相談する方は、全体で57．0％であり、相談しない方は43．0％であ

った。 

笊職場における「こころ」の悩みの相談経験のある人の相談相手としては、「同僚」（57．6％）、「上司」（37．5％）、「友人・

家族」（33．4％）、「産業保健スタッフ」（6．8％）、「人事担当者」（0．9％）の順であった。男性、女性で「こころ」の悩み

を相談した相手は大きく異なり（表7）、男性では、「上司」、「同僚」がともに48．6％であり、次いで「友人・家族」が

19．1％であった。一方、女性においては「同僚」が63．3％と最も高く、次に「友人・家族」が42．6％、次いで「上司」

の30．4％であった。 

（3）働く人の職場におけるメンタルヘルスに関する教育・研修を受講したことがある方は、14．5％のみであった。 

 

（4）職場の「こころ」の相談窓口を利用したいと考えている方は、15．9％であった。 

 

（5）メンタルヘルスに問題が生じた場合の専門家への受診や相談については、「相談する」と答えた方が44．1％、「相談し

ない」と答えた方が55．9％であった。 



表8　事業場業種別の会社や事業場に希望する｢メンタルヘルス｣対策（複数回答） 

＊その他は、特になし・給料のベースアップ・サービスの向上などの記載である。  

建 設 業  

製 造 業  

運 輸 業  

卸売・小売業 

サ ービス業  

医療・福祉業 

そ の 他  

５８（４８．３） 

２４４（４１．６） 

３８（４０．４） 

８４（４８．６） 

１８０（４９．６） 

１１８（４４．７） 

１２４（５７．７） 

４３（３５．８） 

２４０（４１．０） 

３３（３５．１） 

７４（４２．８） 

１４１（３８．８） 

１０４（３９．４） 

８９（４１．４） 

２６（２１．７） 

１３７（２３．４） 

２１（２２．３） 

４６（２６．６） 

９０（２４．８） 

７４（２８．０） 

５０（２３．３） 

２９（２４．２） 

１４９（２５．４） 

２８（２９．８） 

４３（２４．９） 

８７（２４．０） 

５１（１９．３） 

４１（１９．１） 

２０（１６．７） 

１５５（２６．５） 

２１（２２．３） 

３５（２０．２） 

８３（２２．９） 

５５（２０．８） 

４３（２０．０） 

２１（１７．５） 

１２６（２１．５） 

１３（１３．８） 

２１（１２．１） 

６６（１８．２） 

５１（１９．３） 

５１（２３．７） 

１１（９．２） 

９２（１５．７） 

１２（１２．８） 

２６（１５．０） 

７１（１９．６） 

４３（１６．３） 

３３（１５．３） 

９（７．５） 

１９（３．２） 

４（４．３） 

４（２．３） 

９（２．５） 

７（２．７） 

５（２．３） 

職場環境の 
改善（％） 

管理者の教育
（％） 

情報の提供
（％） 

一般社員教育
（％） 

相談窓口の 
開設・充実
（％） 

業務量の軽減
（％） 

残業時間の 
軽減（％） その他*（％） 

回答内容 

事業場業種 

＊その他は、特になし・給料のベースアップ・サービスの向上などの記載であった。  

表9　事業場規模別の会社や事業場に希望する｢メンタルヘルス｣対策（複数回答） 

１－４９ 

５０－９９ 

１００－２９９ 

３００－４９９ 

５００－９９９ 

１０００　＋ 

１６（４２．１） 

１８３（４７．５） 

３８２（４７．０） 

１２６（４４．７） 

８７（４７．０） 

６６（４５．２） 

１５（３９．５） 

１４３（３７．１） 

３２９（４０．５） 

１１３（４０．１） 

７５（４０．５） 

６２（４２．５） 

１０（２６．３） 

８６（２２．３） 

２２３（２７．５） 

６８（２４．１） 

４１（２２．２） 

２６（１７．８） 

８（２１．１） 

１０１（２６．２） 

１８３（２２．５） 

７３（２５．９） 

４４（２３．８） 

２５（１７．１） 

６（１５．８） 

７４（１９．２） 

１７１（２１．１） 

７４（２６．２） 

４９（２６．５） 

４３（２９．５） 

９（２３．７） 

７０（１８．２） 

１３９（１７．１） 

５５（１９．５） 

５４（２９．２） 

２８（１９．２） 

４（１０．５） 

６０（１５．６） 

１２０（１４．８） 

５３（１８．８） 

２９（１５．７） 

２６（１７．８） 

２（５．３） 

１８（４．７） 

１９（２．３） 

７（２．５） 

６（３．２） 

６（４．１） 

職場環境の 
改善（％） 

管理者の教育
（％） 

情報の提供
（％） 

一般社員教育
（％） 

相談窓口の 
開設・充実
（％） 

業務量の軽減
（％） 

残業時間の 
軽減（％） その他*（％） 

回答内容 

事業場の 
労働者数（人） 

（6）働く人が会社や事業場に希望するメンタルヘルス対策（複数回答）は、「職場の環境改善」（46．3％）、「管理者の教育」（36．

6％）、「情報提供」（24．1％）、「一般社員教育」（23．7％）、「相談窓口の開設・充実」（24．0％）、「業務量の軽減」（19．8

％）、「残業時間の軽減」（15．7％）、「その他」（3．1％）であった。 

笊〈働く人の事業場の業種別（表8）〉どの業種に働く人も、会社や事業場に希望するメンタルヘルス対策としては、「職場

環境改善」と「管理者教育」が上位1，2位を占めていたが、次に希望するものは業種により異なっていた。すなわち、

建設業、運輸業では、「一般社員教育」であり、製造業では、「相談窓口の開設・充実」であった。また、卸売・小売業、サ

ービス業、及び医療・福祉業においては、「情報の提供」であった。 

笆〈働く人の事業場の規模別（表9）〉働く人が会社や事業場のメンタルヘルス対策として希望している項目は、上位2

位までは、規模によらず、「職場環境の改善」、「管理者教育」であった。次いで、第3位が、300人未満の事業場と

300人以上の事業場では異なっており、300人未満の事業場では、「情報提供」を希望していたのに対し、300人以

上の事業場では、「相談窓口の開設・充実」を希望していた。 

　大分県内の多くの事業場、及びそこで働く多くの方々に

協力していただき、「大分県の事業場におけるメンタルヘ

ルス対策の実施状況、及び働く人々のメンタルヘルスの現状」

の調査を実施した。その結果、事業場の業種や規模により、

メンタルヘルスの実施状況や組織・体制は異なっているこ

とが明らかになりました。 

　また、調査結果から大分県内事業場のメンタルヘルスへ

の取り組みはまだ十分であるとは言えず、それぞれの事業

場において、さらなるメンタルヘルス対策の充実を図り、

努力していくことが必要です。さらに、実際のメンタルヘ

ルス活動やメンタルヘルス問題に対する理解と協力が十分

でなく、大分産業保健推進センターをはじめ、関係諸機関

が協力して事業場が取り組むべきメンタルヘルスの具体的

内容についての支援やメンタルヘルス問題に直面している

人（事業場で働いている方や対応している担当者）への相談

業務の強化等に力を注いでいかなければならいと思われま

す。加えて、事業場内のメンタルヘルス対策を充実するた

めには、外部機関との連携、協力が不可欠であり、事業場

で働く人々、事業場のライン、事業場の産業保健スタッフ、

及び事業場外の資源（心療内科医、精神科医、産業保健推

考　察  考　察  



進センター、精神保健福祉センター、保健所、など）を有

機的に結びつけ、包括的にメンタルヘルスの保持・増進を

図る必要があります。今後は、職場、家庭、地域が連携し

て、これらのメンタルヘルス問題に対処するとともに、職

場においては「事業場における労働者の心の健康づくりの

ための指針」（厚生労働省）を参考にして、メンタルヘルス

に対する取り組みの充実と強化を図っていく必要があります。 

　一方、大分県の事業場で働く人のメンタルヘルスの現状

に関しては、調査時のメンタルヘルス問題による休職者は、

全事業場の6．6％に及んでおり、その休職者の割合は、従

業員1，000人に対して0．4人、通院中の従業員がいた事業

場は10．8％であり、その通院割合は、従業員1，000人に

対して1．4人でありました。また、過去５年間にメンタル

ヘルス問題が発生した事業場は27．1％であり、その発生

数は、１年間あたり従業員1，000人に対して1．0人であり

ました。さらに、過去5年間にメンタルヘルス問題で退職

した従業員がいた事業場は12．5％であり、その退職した

従業員の割合は、１年間あたり従業員1，000人に対して0．

3人でありました。厚生労働省の患者調査（平成14年）によ

ると、「精神及び行動の障害」外来受療率（人口10万対）は、

157であり、これを1，000人対でみてみると、1．57とな

ります。したがって、調査年度や調査対象者は異なるもの

の、今回の調査における通院中の方は、従業員1，000人あ

たり1．4人でありましたので、全国の患者調査よりやや低

い傾向にありました。 

　また、働く人が「ストレス」やこころの悩みがある時に「相

談しない」と答えた方が43．0％いたことを考えますと、今

後さらなる働く人へのメンタルヘルスに関する理解と協力

を得るために、メンタルヘルスに対する啓蒙、及び教育の

充実を図っていく必要があると思われます。同時に、働く

人が会社や事業場に期待しているメンタルヘルス対策として、

「職場の環境改善」、「管理者教育」、「情報提供」、「一般社

員教育」、「相談窓口の開設・充実」などを挙げており、事

業場は関係諸機関と連携・協力の上、これらの働く人のニ

ーズに合致したメンタルヘルス対策を実施していくことが

急務であると思われます。 

①大分県の事業場におけるメンタルヘルス対策の実施状況、

及び働く人々のメンタルヘルスの現状の調査を実施し、

事業場の業種や規模により、メンタルヘルスの実施状況

や組織・体制は異なっていることを明らかにしました。 

②メンタルヘルスへの取り組みはまだ十分であるとは言え

ず、それぞれの事業場において、さらなるメンタルヘル

ス対策の充実を図り、努力していくことが必要です。事

業場が取り組むべきメンタルヘルスの具体的内容につい

ての支援やメンタルヘルス問題に直面している人（事業

場で働いている方や対応している担当者）への相談業務

の強化が望まれます。 

③外部機関との連携、協力が不可欠であり、事業場で働く

人々、事業場のライン、事業場の産業保健スタッフ、及

び事業場外の資源（心療内科医、精神科医、産業保健推

進センター、精神保健福祉センター、保健所、など）を

有機的に結びつけ、包括的にメンタルヘルスの保持・増

進を図る必要があります。 

④メンタルヘルス問題による休職者数及び通院者数は、そ

れぞれ0．4人（従業員1，000人対）及び1．4人（従業員1，

000人対）でありました。また、メンタルヘルス問題の発

生者数及びメンタルヘルス問題による退職者数は、それ

ぞれ1．0人（従業員1，000人対、1年間あたり）及びメン

タルヘルス問題による退職者数：0．3人（従業員1，000

人対、1年間あたり）でありました。 

⑤働く人へのメンタルヘルスに関する理解と協力を得るた

めに、メンタルヘルスに対する啓蒙、及び教育の充実を

していかなければなりません。 

⑥事業場における「職場の環境改善」、「管理者教育」、「情

報提供」、「一般社員教育」、「相談窓口の開設・充実」な

どのメンタルヘルス対策の実施が急がれます。 

⑦働く人の事業場の業種や規模による、それらの「ストレス」

の特徴を明らかにし、それぞれの事業場の業種や規模に

応じた、きめ細かいストレス対策の実施が望まれます。 

　本アンケート調査にご協力いただきました、大分県の422事業場、及びそれらの事業場におけるアンケート事務担当者の方々に、この
場を借りて厚く御礼申し上げます。また、事業場で働く2，651人の方々には、ご多忙の中、快くアンケートにご記入いただきましたことに
対し、この場を借りて心より感謝申し上げます。また、本アンケートのデータ入力、及び図表の作成にご協力いただきました、大分大学大
学院生の楠正寛氏に心より感謝を申し上げます。 

　この調査は、大分産業保健推進センターの平成16年度調査研究として、相談員のワーキンググループにより実施しました。青木助教授のほ
かのメンバーは以下のとおりです。 
座長　河島美枝子（大分県立看護科学大学教授） 
　　　江崎フサ子（大分大学医学部教授）　　谷口　邦子（大分県成人病健診センター医長）　　佐用　槇子（初級産業カウンセラー） 
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